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令和6年 令和7年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

1.29 1.28 1.30 1.30 1.31 1.31 1.30 1.29 1.29 1.29 1.29 1.27

1.25 1.24 1.25 1.24 1.25 1.25 1.25 1.25 1.26 1.24 1.26 1.26
○季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。 なお、令和6年12月以前の数値は、令和7年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

（注1）本公表資料における有効求人倍率、有効求人数、新規求人数は、宮崎労働局管内のハローワークが受理した求人数（受理地別求人数）により算出したものである。

　有効求人倍率〈季節調整値、倍〉　

全　　国

宮　　崎

（注2）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者
　　　　がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

報道関係者 　各位

一般職業紹介状況（令和7年4月分）

令和7年4月の有効求人倍率（受理地別・季節調整値）は、1.27倍と前月より0.02ポイント低下。

有効求人倍率は、118ヶ月連続で１倍台を維持。

正社員有効求人倍率（原数値）は、1.07倍と前年同月より0.01ポイント上昇。

雇用失業情勢は、求人が求職を上回る状況が継続しているものの、求人の見直しなどにより求人が緩やか

に減少している。今後物価上昇等が雇用に与える影響に注視する必要がある。
・令和7年4月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月より0.02ポイント低下。
・【有効求職者数】は、前月比（季節調整値）で0.2％減、前年同月比（原数値）で3.0％減。
・【有効求人数】は、前月比（季節調整値）で1.4％減、前年同月比（原数値）で4.7％減(21ヶ月連続減少）。
・【新規求職者数】は、前年同月比（原数値）0.4％減、【新規求人数】は、前年同月比（原数値）1.7％減となった。
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本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比0.2％減少し、有効求人数（同）は前月比1.4％減少した結果、

前月より0.02ポイント低下し、1.27倍となった。
新規求職者数（原数値）は、前年同月比で0.4％(25人）減少となった。なお、有効求職者数（原数値）は、前年同月比で3.0％（667人）減少と10ヶ月連

続の減少となっている。

新規求職者（一般フルタイム･パート）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が7.8％（89人）増、離職者は2.5％（115人）減、無業者が

0.2％（1人）増となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は3.7％（47人）減となっている。
一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で1.7％（161人）減少となった。また、有効求人数（原数値）は、前年同月比で4.7％（1,277人）の減少で

21ヶ月連続減少となっている。

新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中9産業で増加となった。サービス業（他に分類されないもの）で15.0％（184人）増、生活関連

サービス業、娯楽業で43.8％（99人）増等となる一方、医療、福祉で8.0％（231人）減、宿泊業、飲食サービス業で30.7％（178人）減等（18産業中9産業

で減少）となったことから、全体で1.7%（161人）の減少となった。
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有効求人倍率の動き 宮 崎 全 国
（倍）

６年

Press Release

宮崎労働局発表

令和7年5月30日解禁

【照会先】
宮崎労働局職業安定部
部 長 向田 俊哉
職 業 安 定 課長 矢野 昌字
地方労働市場情報官 久保 紘一

（代表電話）0985（38）8823

季節調整値

季節調整値

＊令和元年度（平成31年4月を含む。）

７年
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１．新規求職の動き＜季節調整値＞

新規求職（パートを含む、人）
令和6年 令和7年

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

4,349 4,273 4,150 4,004 4,378 4,266 4,244 4,152 4,247 4,021 4,391 4,343

-0.1% -1.7% -2.9% -3.5% 9.3% -2.6% -0.5% -2.2% 2.3% -5.3% 9.2% -1.1%

２．新規求人の動き＜季節調整値＞

 

令和6年 令和7年

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

9,477 9,156 9,353 9,156 9,475 9,480 8,912 9,173 9,398 9,124 9,172 9,131

2.0% -3.4% 2.2% -2.1% 3.5% 0.1% -6.0% 2.9% 2.5% -2.9% 0.5% -0.4%

３．職業紹介状況について（パートを含む）＜原数値＞

就職（パートを含む、件）
令和5年 令和6年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

1,763 1,748 1,571 1,413 1,645 1,685 1,494 1,310 1,357 1,745 2,183 1,771
令和7年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

1,831 1,642 1,568 1,191 1,508 1,648 1,361 1,299 1,292 1,478 2,050 1,722

3.9% -6.1% -0.2% -15.7% -8.3% -2.2% -8.9% -0.8% -4.8% -15.3% -6.1% -2.8%

令和5年 令和6年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

35.9% 41.1% 39.1% 35.0% 38.4% 38.5% 40.6% 41.5% 27.7% 37.7% 47.1% 28.4%
令和7年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

38.3% 41.8% 39.1% 34.8% 35.8% 38.2% 37.6% 44.0% 27.7% 35.8% 43.6% 27.7%

４．正社員有効求人倍率の動き＜原数値＞

 
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

就
職
率

<数値の対比は前年同月比>　　

<数値の対比は前月比>　　

新規求人（パートを含む、人）

次回公表予定日　令和７年６月27日（金）

就
職
件
数

対前年同月比

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和6年12月以前の数値は、令和7年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和6年12月以前の数値は、令和7年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

<数値の対比は前月比>　　

新規求職数

前月比

前月比

新規求人

○【新規求人数】（季節調整値）は、9,131人で0.4％（41人）減少となった。

○【新規求職者数】（季節調整値）は、4,343人で1.1％（48人）減少となった。

○【職業紹介状況】は、紹介件数が21件（0.5%）増の4,338件となり、就職件数は49件（2.8%）減
の1,722件となった。就職率（対新規求職者）は、0.7ポイント減少し27.7％となった。

○【正社員有効求人倍率】（原数値）は、1.07倍となり、前年同月比で0.01ポイント上昇。
R7.4月・・・正社員有効求人数 13,241人 常用フルタイム有効求職者数12,320人
R6.4月・・・ 〃 13,781人 〃 12,986人
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別表１　職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

　 　

　 　

21,525 20,435 － 　 22,192 ▲3.0 

＊ 20,154 ＊ 20,189 ▲ 0.2 20,794 ▲3.1 

２ 新規求職申込件数（件） 6,214 4,704 － 6,239 ▲0.4 

　 25,776 27,362 － 27,053 ▲4.7 

＊ 25,658 ＊ 26,024 ▲ 1.4 27,017 ▲5.0 

４ 新規求人数　　 　　（人） 9,226 9,121 － 9,387 ▲1.7 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 4,338 4,663 4,317 0.5 

６ 就職件数　　 　　 　（件） 1,722 2,050 1,771 ▲2.8 

７ 就職率（6/2）　　　　（％） 27.7 43.6 28.4 ▲0.7 

８ 充足数  （件） 1,648 1,990 1,715 ▲3.9 

９ 充足率（8/4）　　　 （％） 17.9 21.8 18.3 ▲0.4 

宮崎県  1.27 1.29 ▲0.02 1.30

全 　国  1.26 1.26 0.00 1.26

別表３　雇用保険一般受給者実人員の推移(基本手当基本分、人)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

令和５年度 3,922 4,286 4,763 4,963 5,119 4,746 4,597 4,365 3,992 4,198 3,925 3,773

令和６年度 3,989 4,458 4,594 5,245 4,796 4,836 4,585 4,185 4,285 4,126 3,910 3,809

令和７年度 3,882

　　　　(受給者実人員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう)

別表４　安定所別有効求人倍率（原数値、倍）

宮　崎 1.20 1.36 1.19 0.01

延　岡 1.12 1.29 1.20 ▲ 0.08

日　向 1.28 1.37 1.25 0.03

都　城 1.19 1.30 1.41 ▲ 0.22

日　南 1.10 1.23 0.94 0.16

高　鍋 1.19 1.34 1.07 0.12

小　林 1.36 1.49 1.33 0.03

県　計 1.20 1.34 1.22 ▲ 0.02

対　前　月 対前年同月
令和7年4月 令和7年3月 増減率(差)

前年同月差
(ポイント)

別表２　有効求人倍率（季節調整値、倍）

令和7年4月
前　月　差
(ポイント)

（％）

令和7年4月 令和7年3月 令和6年4月

令和7年3月

（％）

令和6年4月

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

季節調整値

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和6年12月以前の数値は、令和7年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

令和6年4月 増減率(差)

３ 月間有効求人数 （人）

１ 月間有効求職者数（人）

季節調整値
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令和7年4月

1.17 1.20 1.20

1.28 1.25 1.32

1.14 1.14 1.20

1.22 1.21 1.26

1.32 1.31 1.34

1.27 1.29 1.30

1.10 1.11 1.19

0.97 0.95 1.02

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和6年12月以前の数値は、令和7年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表６　パートタイム職業紹介状況(一般パートタイム）

9,182 8,504 9,179

2,700 1,794 2,622

8,438 9,272 8,974

3,059 3,145 3,321

1,654 1,827 1,509

708 911 696

673 870 663

22.0% 27.7% 20.0%

別表７　新規求職申込者の求職時の態様別内訳※令和5年1月分より掲載内容変更（常用フルタイムから一般フルタイム・パートへ変更）

令和7年4月

令和6年4月

前年比

令和7年4月

令和6年4月

前年比

令和7年4月

令和6年4月

前年比

令和7年4月

令和6年4月

前年比

令和7年4月

令和6年4月

前年比

令和7年4月

令和6年4月

前年比

長　崎

福　岡

令和7年3月
前月差

(ポイント)
令和6年4月

▲0.03

増減率・差

鹿児島

沖　縄

宮　崎

0.03

0.00

佐　賀

熊　本

大　分

0.02

0.01

0.01

前年同月

▲0.02

▲0.01

（％）

１ 月間有効求職者数（人） 0.0 

２ 新規求職申込件数（件）

令和7年4月 令和7年3月 令和6年4月

３ 月間有効求人数　 （人）

3.0 

▲6.0 

４ 新規求人数　　 　　（人）

５ 紹介件数　　 　　 　（件）

▲7.9 

9.6 

６ 就職件数　　 　　 　（件）

７　充足数　　　　　　　（件）

1.7 

1.5 

８　充足率　　　　　　　（％） 2.0 

県　  計 24歳以下 25歳～34歳 35歳～44歳 45歳～54歳 55歳～64歳 65歳以上 合計

新規求職申込件数

432 968 980 1,155 1,199 1,480 6,214

502 1,037 1,122 1,127 1,133 1,318 6,239

187

▲ 13.9% ▲ 6.7% ▲ 12.7% 2.5% 5.8% 12.3% ▲ 0.4%

125 1,227

在職者

76 240 285 303 198

103 216 278 253 101 1,138

▲ 26.2% 11.1% 2.5% 19.8% 5.9% 23.8% 7.8%

離職者

238 662 612 758 936 1,273 4,479

290 730 753 794 880 1,147 4,594

▲ 17.9% ▲ 9.3% ▲ 18.7% ▲ 4.5% 6.4% 11.0% ▲ 2.5%

513

事業主都合

26 84 125 202 269 1,219

21 80 168 211 284 502 1,266

23.8% 5.0% ▲ 25.6% ▲ 4.3% ▲ 5.3% 2.2% ▲ 3.7%

自己都合

208 572 477 541 533 609 2,940

265 640 571 571 486 512 3,045

▲ 21.5% ▲ 10.6% ▲ 16.5% ▲ 5.3% 9.7% 18.9% ▲ 3.4%

82 50894 65

109 91 91 80

0.2%8.3% ▲ 27.5% ▲ 8.8% 17.5% ▲ 1.5% 17.1%

＊一般・・・常用および臨時・季節を合わせた数。３ページ別表１職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）の２ 新規求職申込件数の内訳となる。
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

別表５　九州各県の有効求人倍率（季節調整値、倍）

66 70 507無業者

118 66 83
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別表８　産業別・規模別新規求人状況（原数値）

　　　　項　　　目

　
令和7年4月 令和7年3月 令和6年4月 前 年 前 年

 産業別・規模別 　 同　月 比 (%) 同 月 差
Ａ.B 農、林、漁業 267             243             280             ▲4.6 ▲13

Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 12               7                 8                 50.0 4
Ｄ 建設業 819 742 758 8.0 61

Ｅ 製造業 844 833 861 ▲2.0 ▲17

食料品製造業 243             199             222             9.5 21

飲料・たばこ・飼料製造業 83               39               85               ▲2.4 ▲2
繊維工業 41               76               56               ▲26.8 ▲15

木材・木製品製造業 78               80               49               59.2 29

家具・装備品製造業 20               15               9                 122.2 11

パルプ・紙・紙加工品製造業 9                 11               10               ▲10.0 ▲1

印刷・同関連業 28               27               40               ▲30.0 ▲12

化学工業 6                 6                 12               ▲50.0 ▲6

石油製品・石炭製品製造業 0                 1                 0                 - 0

プラスチック製品製造業 29               43               29               0.0 0

ゴム製品製造業 3                 12               1                 200.0 2

窯業・土石製品製造業 44               28               41               7.3 3

鉄鋼業 6                 0                 0                 - 6

非鉄金属製造業 9                 0                 1                 800.0 8

金属製品製造業 42               59               58               ▲27.6 ▲16

はん用機械器具製造業 34               47               46               ▲26.1 ▲12

生産用機械器具製造業 22               10               28               ▲21.4 ▲6

業務用機械器具製造業 8                 29               18               ▲55.6 ▲10

52               26               68               ▲23.5 ▲16

電気機械器具製造業 54               55               40               35.0 14

情報通信機械器具製造業 2 9 5 ▲60.0 ▲3

輸送用機械器具製造業 12 47 21 ▲42.9 ▲9
その他の製造業 19 14 22 ▲13.6 ▲3

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 13 5 5 160.0 8

Ｇ 情報通信業 337 352 378 ▲10.8 ▲41

Ｈ 運輸業、郵便業 423 447 336 25.9 87

Ｉ 卸売業、小売業 1,032 974 1,115 ▲7.4 ▲83

Ｊ 金融業、保険業 80 69 92 ▲13.0 ▲12

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 124 87 89 39.3 35

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 143 226 146 ▲2.1 ▲3

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 402 415 580 ▲30.7 ▲178

宿泊業 88 110 99 ▲11.1 ▲11

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 325 226 226 43.8 99

Ｏ 教育、学習支援業 183 211 177 3.4 6

Ｐ 医療、福祉 2,667 2,862 2,898 ▲8.0 ▲231

Ｑ 複合サービス事業 71 209 151 ▲53.0 ▲80

Ｒ 1,414 1,108 1,230 15.0 184
Ｓ.T 公務、その他 70 105 57 22.8 13

9,226 9,121 9,387 ▲1.7 ▲161

5,993 5,872 5,928 1.1 65

2,169 1,996 2,410 ▲10.0 ▲241
646 845 769 ▲16.0 ▲123
207 216 156 32.7 51
180 148 107 68.2 73
31 44 17 82.4 14

産業分類は、令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく。

求 人 状 況

３０～９９人　　
規
　
模
　
別

電子部品・デバイス・電子回路製造業

サービス業（他に分類されないもの）

合                計

１００～２９９人
３００～４９９人

　　    　　　　 　２９人以下

５００～９９９人
１，０００人以上
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正社員の有効求人倍率（原数値）の推移
別添資料 １

○ 正社員有効求人倍率は、１．０７倍と前年同月より０．０１ポイント上昇。

（資料出所） 宮崎労働局集計
※数値は原数値。
※正社員とは、パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。
※正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働
者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

※令和元年は、平成31年1月～4月を含む。
※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設
した求職者数が含まれている。

（倍）

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和
2年

令和
3年

令和
４年

令和
５年

令和
６年

令和
７年

1月 0.46 0.40 0.28 0.25 0.34 0.39 0.42 0.51 0.59 0.68 0.82 0.98 1.05 1.03 0.98 1.11 1.23 1.18 1.17

2月 0.47 0.40 0.26 0.24 0.35 0.38 0.42 0.51 0.58 0.43 0.81 0.97 1.05 0.99 0.99 1.12 1.21 1.15 1.18

3月 0.43 0.38 0.24 0.24 0.33 0.37 0.41 0.50 0.57 0.67 0.77 0.93 1.01 0.92 0.98 1.10 1.17 1.13 1.17

4月 0.38 0.33 0.21 0.22 0.30 0.34 0.37 0.46 0.53 0.64 0.74 0.90 0.98 0.86 0.95 1.05 1.10 1.06 1.07

5月 0.35 0.32 0.19 0.21 0.29 0.34 0.36 0.46 0.52 0.65 0.75 0.90 0.97 0.82 0.96 1.04 1.08 1.05

6月 0.35 0.29 0.18 0.21 0.30 0.34 0.38 0.48 0.52 0.67 0.77 0.95 1.00 0.84 0.98 1.09 1.10 1.07

7月 0.35 0.30 0.19 0.22 0.31 0.35 0.40 0.49 0.55 0.67 0.79 0.96 0.99 0.84 1.00 1.09 1.13 1.10

8月 0.37 0.32 0.19 0.24 0.33 0.37 0.43 0.51 0.59 0.71 0.82 0.96 0.98 0.85 1.00 1.11 1.12 1.11

9月 0.38 0.32 0.20 0.26 0.33 0.38 0.45 0.53 0.61 0.73 0.85 0.97 1.01 0.87 1.02 1.12 1.09 1.12

10月 0.39 0.31 0.21 0.27 0.33 0.39 0.46 0.54 0.63 0.76 0.87 0.99 1.04 0.89 1.05 1.15 1.13 1.15

11月 0.39 0.31 0.21 0.29 0.35 0.40 0.47 0.58 0.66 0.77 0.90 1.01 1.07 0.94 1.08 1.17 1.17 1.16

12月 0.41 0.30 0.23 0.33 0.37 0.42 0.50 0.59 0.68 0.81 0.94 1.06 1.10 0.99 1.12 1.26 1.22 1.20
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「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」とは
→実際に就業する都道府県を求人地として集計した有効求人倍率。なお、通常発表している都道府県別
の有効求人倍率は、求人を受理した場所を求人地として集計している。

○ 本社が多く所在する地域では、受理地別の有効求人倍率より「就業地別の求人数を用いた有効求人倍
率」が低い傾向がある。

○ 宮崎県の「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」は1.39倍で受理地別の有効求人倍率（1.27倍）
より0.12ポイント高い。

※ 数値は季節調整値。季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。なお、令和6年12月以前の数値は、令和7年1月分公表時に
新季節指数により改訂されている。

※ 有効求職者数は求職を受理したハローワークが所在する都道府県単位で集計。
※ 季節求人については受理所を就業地とみなしている。
※ 1件の求人に複数の就業地があり、就業地毎の求人数が明確でない場合、それぞれの就業地に順番に求人数を割り当てて配分している。
※ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイペー

ジ」を開設した求職者数が含まれている。

就業地別の求人数を用いた有効求人倍率（季節調整値）（令和7年４月）

（資料出所）宮崎労働局

別添資料 ２

①
有効求職者数

②
有効求人数

③
就業地別
有効求人数

④
有効求人倍率

⑤
就業地別

有効求人倍率
⑥差

②／① ③／① ⑤－④

令和6年

4月 20,794 27,017 29,479 1.30 1.42 0.12
5月 20,792 26,865 29,338 1.29 1.41 0.12
6月 20,818 26,578 29,137 1.28 1.40 0.12
7月 20,438 26,472 28,791 1.30 1.41 0.11
8月 20,152 26,297 28,414 1.30 1.41 0.11
9月 20,352 26,614 28,826 1.31 1.42 0.11
10月 20,331 26,631 28,897 1.31 1.42 0.11
11月 20,503 26,590 28,752 1.30 1.40 0.10
12月 20,329 26,251 28,498 1.29 1.40 0.11

令和7年

1月 20,317 26,169 28,303 1.29 1.39 0.10
2月 20,083 25,897 28,240 1.29 1.41 0.12
3月 20,189 26,024 28,418 1.29 1.41 0.12
4月 20,154 25,658 28,068 1.27 1.39 0.12
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「令和７年度応募前ジュニアワークフェア」を開催いたします！ 

 

宮崎労働局（局長 吉越 正幸）では、令和８年３月高校卒業予定者を対象に、県

内就職促進及び早期離職防止を目的とした企業説明会を開催いたします。 

県内の高校３年生と県内企業（県内に事業場がある県外企業を含む）が一堂に会し、

７月１日の求人公開後、県内では初の企業説明会となります。 

 取材を希望される場合は、事前に照会先にお申し込みいただくこととし、当日飛び

入りでの取材は御遠慮いただきますようお願いいたします。 

 

１ 開催日時・場所    

○令和７年７月９日 （水）  13:30～15:15 

都城市早水公園体育文化センター 

 

○令和７年７月 10日 （木）  13:30～15:15 

アスリートタウン延岡アリーナ サブアリーナ 

 

○令和７年７月 11日 （金）   13:30～15:15 

小林中央公民館 

 

○令和７年７月 14日 （月）  13:30～15:15 

シーガイア コンベンションセンター４Ｆサミットホール 

 

２ 主催機関 

宮崎労働局・各ハローワーク・宮崎県・宮崎県教育庁 

宮崎労働局発表 

令和７年５月 30日 
【照会先】 

宮崎労働局職業安定部職業安定課 

課      長   矢野 昌字 

雇用企画係長   新田 尚子 

(電      話)    0985-38-8823 



 

 

                       

 

 

    

 

 

 

くるみん・えるぼし・ユースエール認定通知書交付式の開催決定！！ 

くるみん１社、えるぼし１社、ユースエール２社の認定企業が誕生！ 
 

宮崎労働局（局長 吉越 正幸）は、「次世代育成支援対策推進法」、「女性活躍推進法」 
「青少年の雇用の促進等に関する法律」に基づき、下記企業に認定を行いました。 
 
◆くるみん認定企業   ・株式会社 ジェイエイフーズみやざき 

（令和 7 年 3 月 27 日認定） 
 
◆えるぼし認定企業   ・株式会社 徳満建設      （令和 7 年 3 月 27 日認定） 
 
 
◆ユースエール認定企業 ・湯川建設 株式会社      （令和 7 年２月 17 日認定） 

・株式会社 竹井建設      （令和 7 年４月 2 日認定） 
 
 

つきましては、下記のとおり認定通知書交付式を行います。 

 

 

くるみん・えるぼし・ユースエール認定通知書交付式 

【日 時】 令和７年６月６日（金）  午後 1 時３０分～ 

【場 所】  宮崎労働局 2 階 大会議室 

（宮崎市橘通東 3 丁目 1 番 22 号宮崎合同庁舎） 

【内 容】 ・局長あいさつ 

・認定通知書の交付 

      ・記念撮影 

※ 取材連絡について 

報道各社におかれましては、当日の写真撮影及び交付式終了後の認定企業への取材は可能 

です。取材の際はご一報お願いいたします。 

 

宮崎労働局発表 

令和 7 年 5 月 30 日 

Press Release 

【照会先】 

  (くるみん・えるぼし)     (ユースエール) 

雇用環境・均等室      職業安定部職業安定課 

室  長 三浦 章子    職業安定部長 向田 俊哉 

監 理 官  宮﨑 友親    職業安定課長 矢野 昌字 

室長補佐 田子山 利博 

（電話） 0985-38-8821    (電話) 0985-38-8823 



※１ 次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん認定」、「トライくるみん認定」 
「プラチナくるみん認定」、「プラス認定」とは… 
 
 「次世代育成支援対策推進法」は、次代の社会を担う子どもが 

健やかに生まれ、育成される環境整備を図るための法律です。 

企業は、労働者の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や 

子育てをしていない労働者も含めた多様な労働条件の整備に 

取り組むにあたって「一般事業主行動計画」を策定することとなっています。 

行動計画に定めた目標を達成するなど、一定の基準を満たした企業は 

申請により「子育てサポート企業」として、厚生労働大臣の認定 

（くるみん認定・トライくるみん認定）を受けることができます。 

なお、認定マークの星は認定回数に応じて付与されます。 

また、くるみん認定・トライくるみん認定企業のうち、より高い水準の 

取組を行った企業が、一定の基準を満たした場合、申請により 

優良な「子育てサポート企業」として、プラチナくるみん認定を受けることができます。 

その他、くるみん、トライくるみん又はプラチナくるみんの認定基準に加えて 

不妊治療と仕事の両立に関する認定基準を満たした場合 

申請によりプラス認定を受けることができます。 

 

※２ 女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定」、「プラチナえるぼし認定」とは… 
 

「女性活躍推進法」は、女性の個性と能力が十分に発揮できる 

社会の実現を目指すための法律です。 

 企業は、自社における女性の活躍に関する状況把握や課題分析を 

行った上で、「一般事業主行動計画」を策定することとなっています。 

女性の活躍推進に関する取組の実施状況が優良である等の一定の要件を 

満たした企業は、申請により、厚生労働大臣の認定（えるぼし認定）を 

受けることができます。 

 なお、認定段階は基準を満たした数に応じて 3 段階あります。 

また、えるぼし認定を受けた企業のうち、一般事業主行動計画の目標達成や 

女性の活躍推進に関する取組の実施状況が特に優良である等の一定の要件を 

満たした企業は厚生労働大臣の認定（プラチナえるぼし認定）を受けることができます。 

 

※３ 青少年雇用の促進法等に関する法律に基づく「ユースエール認定」とは… 
   

 「青少年の雇用の促進等に関する法律（通称：若者雇用促進法）」 

に基づき、若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが 

優良な中小企業を厚生労働大臣が「ユースエール認定企業」として認め 

る制度です。 

今後、認定を受けた企業に対して労働局・ハローワークでは、認定企業 

の情報発信を後押しすることなどにより、企業が求める人材の円滑な採用 

を支援し、求職中の若者とのマッチング向上を図っていきます。 

 

 

 

 



ー参考資料ー 
 
1「くるみん」認定企業の取組事例 

（１）株式会社 ジェイエイフーズみやざき 

2「えるぼし」認定企業の取組事例 

 （１）株式会社 徳満建設 

3「ユースエール」認定企業の取組事例 

（１） 湯川建設 株式会社 

（２） 株式会社 竹井建設 

４宮崎労働局におけるくるみん認定企業一覧 

５くるみん認定基準 

６宮崎労働局におけるえるぼし認定企業一覧 

７えるぼし認定基準 

８宮崎労働局におけるユースエール認定企業一覧 

９ユースエール認定基準（事業主向けリーフレット） 

10 ユースエール認定基準（求職者向けリーフレット） 

 



 

 株式会社 ジェイエイフーズみやざき 

■所 在 地： 宮崎県西都市  

■事業内容： 食品製造業 

■代 表 者： 代表取締役社長 坂下 栄次 

■労働者数： 104 名 （男性 55 名、女性 49 名） 

※令和７年３月時点 

■認定回数： 1 回目 

  

１ 一般事業主行動計画 

（１）計画期間  令和 4 年 10 月 1 日～令和 6 年 9 月 30 日 

（２）行動計画の目標の内容 

① 育児・介護休業法に基づく育児休業などの諸制度の周知。 

② 地域の住民・子どもに対し、当社の事業の取り組みを理解してもらうため、地域の行

事への参加をし、ふるまい等を行う。 

③ 所定外労働を削減するため、ノー残業デーを設定、実践する。 

 

２ 目標に対する取組結果  

① 育児休業等の要点をまとめたパンフレットを作成し、全体研修会および掲示板への掲

示により周知を行った。 

② 地域行事についてインターネット及び地区居住従業員に話を聞く等、情報収集を行い、

協議を行い地域行事に参加を決定、出店した。その翌年も地域行事に参加した。 

③ 各部署で問題点について協議検討し、残業の現状把握を行った。運営会議にて残業時

間の状況確認、各課問題点、ノー残業デーの設定方法について報告し、労働者に対し、

掲示版への掲示、行事予定表への掲載等により周知した。 

 

３ 計画期間中の育児休業等の取得者数 

＜男性＞ 子の看護休暇取得者 1 名  （労働者数が 300 人以下の特例の要件を満たす） 

＜女性＞ 出産した女性労働者 4 名、育児休業取得者 3 名 （育児休業取得率 75％） 

 

４ その他の認定基準達成状況 

（１）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

① 月 1 回のノー残業デーを設定している。 

② 在宅勤務規則を設けている。 

 

資料１ 



 

 株式会社 徳満建設 

■所 在 地： 宮崎県都城市  

■事業内容： 建設業 

■代 表 者： 代表取締役 徳満 裕二 

■労働者数： 26 名 （男性 22 名、女性 4 名） 

※令和 7 年 3 月時点 

■認定段階： 3 段階目 

 

【評価項目】 ※産業平均値…雇用環境・均等局長が別に定める値 
１ 採用  

①正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値以上である。 

⇒ 正社員に占める女性労働者の割合 15.4％ ＞ 産業平均値 14.4％ 

②正社員の基幹的な雇用管理区分（総合職）における女性労働者の割合が産業ごと

の平均値以上である。 

⇒ 正社員総合職に占める女性労働者の割合 15.4% ＞ 産業平均値 10.1% 

 

２ 継続就業   

「女性労働者の平均継続勤務年数」から「男性労働者の平均継続勤務年数」を除して

出した値が 7 割以上であること。（期間定め無しの労働者） 

⇒ 女性の平均継続勤続年数 15.21 年   男性の平均継続勤続年数 11.56 年 

 

３ 労働時間等の働き方  

   ⇒ 労働者 1 人あたりの時間外労働及び休日労働の合計時間数の平均が全ての月に 

おいて、45 時間未満である。 

 

４ 管理職比率  

管理職に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値以上である。 

   ⇒ 管理職に占める女性労働者の割合 50.0% ＞ 産業平均値 3.9% 

 

５ 多様なキャリアコース  

   1 項目について実績あり。 

   ⇒ おおむね 30 歳以上の女性の正社員としての採用 1 名 

 

以上、5 つの評価項目全てにおいて、認定基準を満たしている。 

資料２ 



○会社概要

○雇用管理の状況

○採用・定着状況

人材育成のための制度

見学等受入れ

名 名名 名名

名名 名名 名名

従業員数

建設業全体

新卒者等

新卒者等
以外

新卒者等

新卒者等
以外

離職者数

○

0

0

11.9 年

育児休業取得状況
（直近3事業年度）

男性: 名 女性:

有給休暇の
平均取得実績

月平均所定外労働時間

22.9 2.9日 時間

役員・管理職の
女性割合

0.0 %

2023年度

○

0

2022年度

0

2021年度

0

0

名( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

○

備考・補足情報

○

0

○

○

0 0.0

平均勤続年

https://construct-yukawa.com/

0

%

「未来にのこるモノづくり」 私たちは、国、県、市な
ど公共事業を95％以上、その他土木工事、舗装工事な
どを中心に事業を展開しています。 社員全員が家族の
ように助け合い協力し合って仕事をしています。

49.6

平均年齢

歳28 人

4502-3720-4

創業

1951 年

事業所番号:

先輩社員から

社長から

あり

自己啓発
支援制度

あり

社内検定

あり

メンター
制度

あり

キャリコン
制度

なし

インターン

あり

職場見学

あり

無し

非正規雇用の職場情報

土木課程以外でも研修等により技
術力向上を図ります。

採用者数
(うち女性)

宮 崎 県

名 名 名

882-0034 宮崎県延岡市昭和町3-2014

ユカワケンセツ

湯川建設株式会社

自分を成長させながら楽しく仕事を覚えています 建設業に日
々やりがいを感じながら現場で働いています。自然相手の仕
事なので大変なことがたくさんありますが、考え・わからな
いことは先輩方に教わりながら楽しく仕事ができています。
何よりカタチとして残るので頑張って良かったと思えるのが
最大の魅力だと思います。 わからないで済ませず先輩方に聞
くなり・調べるなりして何事にも積極的に挑戦をしていきた
いと思います。

積極性、柔軟性

0 1

1 0

0 0

0

募集状況

メッセージ

延岡駅より徒歩10分

求める人材像

会社からの

採用情報

2025年02月19日更新

交通手段

会社HP

会社情報

事業内容

※３　当該年度に採用した者のうち、直近３事業年度に離職した者の数
※２　※１以外の者で、直近３事業年度において正社員として採用した35歳未満の者

※４　非正規雇用労働者の採用状況、有給休暇取得状況、所定外労働時間実績についての自由記述欄

※１　直近３事業年度において正社員として採用した新規学校卒業者、及び新規学校卒業者と同等の処遇を行う既卒者

をご利用ください。

もしくは

(役員) (管理職)

0.0 %

新卒者等
以外

00 名名0 名

新卒者等

※1

※2

※3

※4

仕事と生活の両立応援宣言登録制度

ハローワークインターネットサービス

最寄りのハローワーク

研修制度

資料3－1

NSYWC
長方形



○会社概要

○雇用管理の状況

○採用・定着状況

人材育成のための制度

見学等受入れ

名 名名 名名

名名 名名 名名

従業員数

土木工事業　建築工事業　港湾工事業　舗装工事
業　しゅんせつ工事業　とび・土工工事業

新卒者等

新卒者等
以外

新卒者等

新卒者等
以外

離職者数

○

0

0

17.0 年

育児休業取得状況
（直近3事業年度）

男性: 名 女性:

有給休暇の
平均取得実績

月平均所定外労働時間

18.7 1.1日 時間

役員・管理職の
女性割合

0.0 %

2022年度

○

1

2021年度

0

2020年度

0

0

名( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

○

備考・補足情報

○

0

○

○

0 100.0

平均勤続年

https://takeikensetu.jimdofree.com/

0

%

従業員が働きやすい職場環境作りに力を入れています。 年間
休日日数は、会社の独自のカレンダーにより決まっており、
有給取得率は年々増加しています。 働いている人はもちろん
、働く人を支える家族も大切にするのが 竹井建設の魅力の一
つです。その他、資格取得や免許に関する費用は 会社が負担
し、福利厚生も充実しています。 社員の笑顔が、経営の源と
なっています。

57.0

平均年齢

歳26 人

4505-3937-8

創業

1960 年

事業所番号:

先輩社員から

社長から

あり

自己啓発
支援制度

あり

社内検定

なし

メンター
制度

あり

キャリコン
制度

あり

インターン

あり

職場見学

あり

なし

非正規雇用の職場情報

地域社会・顧客のあらゆるニーズ
に迅速に誠実に応える企業です。

採用者数
(うち女性)

宮 崎 県

名 名 名

889-3202 宮崎県日南市南郷町中村甲400番地

カブシキカイシャタケイケンセツ

株式会社竹井建設

社員全員が和気あいあいとコミュニケーションがとれ
明るい雰囲気の職場環境です。 仕事においては、経験
豊富な先輩方が熱心に 時には厳しく時には優しく寄り
添い助けてくれます。 有給休暇も取得しやすく福利厚
生も充実しているので、ライフスタイルに 合わせて働
くことができるのが魅力です。

1.向上心を持って仕事に臨める方 2.誰とでも積極的に
コミュニケーションが取れる方

0 0

総合建設業として土木、建築、港湾、舗装工事の 幅広い
分野の公共工事の施工を主体に営んでいる会社です。 社
員の安全かつ安定した生活を願い企業の永続的な成長を
目指しております。

2 0

0 0

0

募集状況

メッセージ

車

求める人材像

会社からの

採用情報

2025年04月08日更新

交通手段

会社HP

会社情報

事業内容

※３　当該年度に採用した者のうち、直近３事業年度に離職した者の数
※２　※１以外の者で、直近３事業年度において正社員として採用した35歳未満の者

※４　非正規雇用労働者の採用状況、有給休暇取得状況、所定外労働時間実績についての自由記述欄

※１　直近３事業年度において正社員として採用した新規学校卒業者、及び新規学校卒業者と同等の処遇を行う既卒者

をご利用ください。

もしくは

(役員) (管理職)

0.0 %

新卒者等
以外

00 名名1 名

新卒者等

※1

※2

※3

※4

仕事と生活の両立応援宣言登録制度

ハローワークインターネットサービス

最寄りのハローワーク

研修制度

資料3－2

NSYWC
長方形



認定企業数 63 社 (R7年4月30日時点)

認定
件数 業種 所在地（市町村） 認定年 プラス認定年

1 医療法人和敬会 医療、福祉 西臼杵郡高千穂町 2007年

2 株式会社宮崎銀行 金融、保険業 宮崎市
2011年・2014年・
2019年・2023年

3 医療法人久康会 医療、福祉 延岡市 2011年・2015年

4 国立大学法人宮崎大学 教育・学習支援業 宮崎市 2013年

5 株式会社丸正フーズ 製造業 えびの市 2014年・2017年・2020年

6 宮崎交通株式会社 運輸業、郵便業 宮崎市 2014年

7 学校法人南九州学園 教育・学習支援業 宮崎市 2014年

8 株式会社旭化成アビリティ
サービス業

（他に分類されないもの）
延岡市 2014年

9 株式会社悠隆 医療、福祉 延岡市 2014年

10 社会福祉法人宮崎福祉会 医療、福祉 宮崎市 2015年

11 医療法人如月会 医療、福祉 宮崎市 2015年

12 社会福祉法人常陽社会福祉事業団 医療、福祉 都城市 2015年、2019年

13 医療法人社団高信会 医療、福祉 宮崎市 2015年

14 株式会社ソラシドエア 運輸業、郵便業 宮崎市 2015年、2019年

15 株式会社グローバル・クリーン
サービス業

（他に分類されないもの）
日向市 2015年

16 社会福祉法人愛育福祉会 医療、福祉 延岡市 2015年・2018年

17 医療法人建悠会 医療、福祉 延岡市 2015年

18 株式会社宮崎日日新聞社 情報通信業 宮崎市 2015年、2019年

19 株式会社フェニックスシステム研究所 情報通信業 宮崎市 2015年

20 社会福祉法人ときわ会 医療、福祉 小林市 2015年

21 有限会社ケアプロジェクト 医療、福祉 宮崎市  2016年・2020年

22 医療法人社団栄正　慈英病院 医療、福祉 宮崎市  2018年

23 医療法人社団静雄会　藤元上町病院 医療、福祉 都城市  2018年

24 旭化成マイクロテクノロジ株式会社　
学術研究、

専門・技術サービス業
宮崎市  2018年・2021年

25 日新興業株式会社 建設業 延岡市 2018年

26 丸栄宮崎株式会社 製造業 宮崎市 2019年

27 医療法人岡田整形外科 医療、福祉 宮崎市 2019年・2021年

28 株式会社岡﨑組 建設業 宮崎市 2019年

29 宮崎センコーアポロ株式会社 運輸業、郵便業 延岡市 2020年・2022年

30 社会福祉法人ひまわり会 医療、福祉 日向市 2020年

企業名

宮崎労働局における次世代法に基づく認定企業名簿

くるみん認定企業一覧

資料４



31 医療法人養気会　池井病院 医療、福祉 小林市 2020年・2024年

32 えびの電子工業株式会社 製造業 えびの市 2020年、2023年 2023年

33 社会福祉法人小林市社会福祉協議会 医療、福祉 小林市 2020年

34 株式会社イーテック 製造業 宮崎市 2020年

35 医療、福祉 宮崎市 2020年

36 株式会社ダンロップゴルフクラブ 製造業 都城市 2021年

37 株式会社オロ宮崎 情報通信業 宮崎市 2021年・2023年

38 南國興産株式会社 製造業 都城市 2021年

39 社会福祉法人浄信会 医療、福祉 小林市 2021年

40 株式会社大森淡水 製造業 宮崎市 2021年

41 公益財団法人宮崎文化振興協会 教育、学習支援業 宮崎市 2021年

42 社会福祉法人立縫会 医療、福祉 日向市 2021年

43 株式会社宮崎県ソフトウェアセンター 情報通信業 宮崎市 2021年

44 社会福祉法人えびの明友会 医療、福祉 えびの市 2021年・2023年

45 株式会社ＭＪＣ 情報通信業 宮崎市 2022年

46 社会福祉法人信愛会 医療、福祉 宮崎市 2022年

47 社会福祉法人豊の里 医療、福祉 都城市 2022年

48 BTV株式会社 情報通信業 都城市 2022年

49 株式会社宮崎ヒューマンサービス
サービス業

（他に分類されないもの）
都城市 2022年

50 株式会社木場組 建設業 都城市 2022年

51 ホームライフ・トーフク株式会社
生活関連サービス業

（理容業・美容業）
延岡市 2023年

52 株式会社　ニチワ 製造業 日南市 2023年

53 株式会社　スズキ自販宮崎 自動車販売 宮崎市 2023年

54 大平開発　株式会社 建設業 串間市 2023年

55 富岡建設　株式会社 建設業 日南市 2023年

56 株式会社　南九州みかど 建設業 宮崎市 2024年

57 旭有機材株式会社 製造業 延岡市 2024年

58 建設業 宮崎市 2024年

59 金融、保険業 宮崎市 2024年

60 建設業 都城市 2024年

61 情報通信業 宮崎市 2024年

62 製造業 宮崎市 2024年

63 株式会社　ジェイエイフーズみやざき 製造業 西都市 2025年

株式会社　宮崎太陽銀行

有限会社　サンエク

株式会社　桜木組

株式会社　デンサン

医療法人育成会　矯正・小児ひまわり歯科

ミネベアアクセスソリューションズ株式会社



認定企業数 3 社 (R7年4月30日時点）

認定
件数 業種 所在地（市町村） 認定年 プラス認定年

1 医療・福祉 宮崎市 2020年

2 製造業 えびの市 2023年 2023年

3 医療、福祉 小林市 2024年医療法人養気会　池井病院

えびの電子工業株式会社

有限会社ケアプロジェクト

企業名

プラチナくるみん認定企業一覧



資料５

NSYWC
楕円

NSYWC
長方形



NSYWC
楕円



NSYWC
楕円



NSYWC
楕円



認定
件数 認定段階

所在地
（市町村）

業種 労働者数 認定年月

1 ★★ 都城市 医療・福祉 191名 2019/3/1

2 ★★★ えびの市 製造業 683名 2019/11/29

3 ★★★ 小林市 医療・福祉 137名 2020/10/16

4 ★★★ 宮崎市
専門・技術
サービス業

14名 2020/11/17

5 ★★ 宮崎市
専門・技術
サービス業

5名 2021/9/28

6 ★★ 宮崎市 建設業 52名 2021/12/15

7 ★★★ 延岡市 情報通信業 424名 2023/4/19

8 ★★★ 東臼杵郡門川町 情報通信業 38名 2024/10/16

9 ★★★ 都城市 建設業 26名 2025/3/27

10 ★★ 都城市 建設業 45名 2025/5/8

11 ★★ 都城市 建設業 125名 2025/5/14

丸昭建設株式会社

株式会社徳満建設

株式会社クリエート

株式会社矢野興業

A's社会保険労務士法人

株式会社長友総研

センコービジネスサポート株式会社

えびの電子工業株式会社

社会福祉法人浄信会

社会福祉法人常陽社会福祉事業団

企業名

【R7年5月現在】

認定企業数　11社

都北産業株式会社

えるぼし認定企業一覧

資料６



認定
件数 認定段階

所在地
（市町村）

業種 労働者数 認定年月

1 プラチナ えびの市 製造業 671名 2023/9/21

企業名

えびの電子工業株式会社

【R7年5月現在】

認定企業数 １社

プラチナえるぼし認定企業一覧



資料７

NSYWC
長方形





















19事業所 令和７年４月28日現在

整理
No

認定日 認定企業名 郵便番号 所在地 管轄所 産業分類

1 2016.10.25 医療法人養気会　池井病院 886-0007 小林市真方87番地 小林 Ｐ．医療・福祉

2 2017.9.4 医療法人浩然会　内村病院 886-0002 小林市水流迫852番地１ 小林 Ｐ．医療・福祉

3 2018.10.5 株式会社イーテック 880-0303 宮崎市佐土原町東上那珂11954番地3 宮崎 Ｅ．製造業

4 2018.11.5 株式会社　都城北諸地区清掃公社 885-0006 都城市吉尾町2159番地 都城
Ｒ．サービス業(他に分類
されないもの）

5 2020.9.23 株式会社ジャストエンジニアリング 880-2224 宮崎市高岡町飯田494番地 宮崎
Ｌ．学術研究，専門・技術
サービス業

6 2020.10.27 社会福祉法人　常陽社会福祉事業団 885-0092 都城市南横市町4000番地 都城 Ｐ．医療・福祉

7 2021.10.5 株式会社 白浜測量設計 880-0917 宮崎市城ヶ崎2丁目6番地3 宮崎
Ｌ．学術研究，専門・技術
サービス業

8 2022.9.30 有限会社サンエク 880-2215 宮崎市高岡町高浜３３１番地２ 宮崎 Ｄ．建設業

9 2022.10.13 富岡建設株式会社 887-0033 日南市大字平山2292番地4 日南 Ｄ．建設業

10 2023.4.6 株式会社高山建設 889-4411 西諸県郡高原町大字広原152番地 小林 Ｄ．建設業

11 2023.7.25 九州北清株式会社 886-0006 小林市北西方1084-1 小林
Ｒ．サービス業(他に分類
されないもの）

12 2024.3.22 倉本鐵工株式会社 883-0062 日向市大字日知屋17305番地 日向 E.製造業

13 2024.5.10 株式会社宮崎オーバル 885-1202 都城市高城町穂満坊518-16 都城 E.製造業

14 2024.8.1 Ａ’ｓ社会保険労務士法人 880-0916 宮崎市大字恒久５２４３－６ 宮崎
L.学術研究，専門・技術
サービス業

15 2024.10.18 木村産業株式会社 882-0063 延岡市古川町82-1 延岡 D.建設業

16 2024.11.21 大平開発株式会社 889-3532 串間市大字大平3291番地 日南 D.建設業

17 2025.2.17 湯川建設株式会社 882-0034 延岡市昭和町3-2014 延岡 D.建設業

18 2025.4.2 株式会社竹井建設 889-3202 日南市南郷町中村甲400番地 日南 D.建設業

19 2025.4.28 大和開発株式会社 880-0852 宮崎市高洲町235番地3 宮崎 D.建設業

ユースエール認定企業一覧 資料８



若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小
企業（常時雇用する労働者が300人以下の事業主）を、若者雇用促進法に
基づき厚生労働大臣が「ユースエール認定企業」として認定しています。

認定した企業の情報発信を後押しすることなどで、企業が求める人材の
円滑な採用を支援し、求職中の若者とのマッチング向上を図ります。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

若者の採用・育成に積極的で
雇用管理の優良な中小企業を応援します！

若者の採用・育成に積極的な中小企業の皆さまへ

Ａ

「わかものハローワーク」や「新卒応援ハローワーク」などの支援拠点で
認定企業を積極的にＰＲすることで、若者からの応募増が期待できます。
また、厚生労働省が運営する、若者の採用・育成に積極的な企業などに
関するポータルサイト「若者雇用促進総合サイト」などにも認定企業として
企業情報を掲載しますので、貴社の魅力を広くアピールすることができます。

ハローワークなどで
重点的ＰＲを実施

１

各都道府県労働局・ハローワークが開催する就職面接会などについて
積極的にご案内しますので、正社員就職を希望する若者などの求職者
と接する機会が増え、より適した人材の採用を期待できます。

認定企業限定の就職面接会
などへの参加が可能

2

認定企業は、ユースエール認定マーク（右）を、商品や広告
などに付けることができます。認定マークを使用することに
より、ユースエール認定を受けた優良企業であるということ
を対外的にアピールすることができます。

自社の商品、広告などに
認定マークの使用が可能3

株式会社日本政策金融公庫（中小企業事業）において実施している「働き方
改革推進支援資金」を利用する際、基準利率から－0.65％での融資を受ける
ことができます。

※ 基準利率は、貸付期間、担保の有無などに応じて異なります。
詳細は以下のＵＲＬをご覧ください。

https://www.jfc.go.jp/n/rate/base.html
※ 働き方改革推進支援資金の詳細は、以下のＵＲＬをご覧ください。

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/hatarakikata.html

日本政策金融公庫による
融資制度

４

公共調達のうち、価格以外の要素を評価する調達（総合評価落札方式・企画
競争方式）を行う場合は、契約内容に応じて、ユースエール認定企業を加点
評価するよう、国が定める「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の
活用に関する取組指針」において示されています。

※ 加点評価の詳細は、公共調達を行う行政機関によって定められています。

公共調達における加点評価５

一部の地方公共団体が行う事業（補助金、奨励金、融資制度等）において、
ユースエール認定企業への優遇措置が設けられている場合があります。
詳細は、以下のURLをご覧ください。
https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001306877.pdf

一部地方公共団体における
優遇措置

６

LL070328開若07

ユースエール認定企業になると、以下の支援を受けることができるようになり、
企業のイメージアップや優秀な人材の確保などが期待されます。

Ｑ「ユースエール認定企業」として認定を受けると、どんなメリットがありますか？

ご存じですか？
｢ユースエール認定制度｣

＜認定マーク＞

資料９



学卒求人※１など、若者対象の正社員※２の求人申込みまたは募集を行っていること１

若者の採用や人材育成に積極的に取り組む企業であること２

・「人材育成方針」と「教育訓練計画」を策定していること

右の要件をすべて
満たしていること

３

・直近３事業年度の新卒者などの正社員として就職した人の離職率が20％以下※３

・前事業年度の正社員の月平均所定外労働時間が20時間以下かつ、月平均の法定時間外労
働60時間以上の正社員が１人もいないこと

・前事業年度の正社員の有給休暇の年間付与日数に対する取得率が平均70％以上又は年間
取得日数が平均10日以上※４

・直近３事業年度で男性労働者の育児休業等取得者が１人以上又は女性労働者の育児休業等
取得率が75％以上※５

・直近3事業年度の新卒者などの採用者数・離職者数、男女別採用者数、平均継続勤務年数

右の青少年雇用情報
について公表してい
ること

４
・研修内容、メンター制度の有無、自己啓発支援・キャリアコンサルティング制度・社内検

定等の制度の有無とその内容

・前事業年度の月平均の所定外労働時間、有給休暇の平均取得日数、育児休業の取得対象者
数・取得者数（男女別）、役員・管理職の女性割合

過去３年間に認定企業の取消を受けていないこと５

過去３年間に認定基準を満たさなくなったことによって認定を辞退していないこと※６６

過去３年間に新規学卒者の採用内定取消しを行っていないこと７

過去１年間に事業主都合による解雇または退職勧奨を行っていないこと※７８

暴力団関係事業主でないこと９

風俗営業等関係事業主でないこと10

各種助成金の不支給措置を受けていないこと11

重大な労働関係等法令違反を行っていないこと12

【 認定基準 】

認定企業となるためには、各都道府県労働局へ申請が必要です。上記の認定基準を満たし
ていることを確認した後、各都道府県労働局から認定通知書を交付します。
※申請書などの提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。また、認定基準を満たしてい

るかどうかを確認するための書類をご提出いただきます。詳細は、各都道府県労働局へお問い合わせください。

Ａ

Ｑ 認定企業になるには、どうすればよいですか？

※１ 少なくとも卒業後３年以内の既卒者が応募可であることが必要です。

※２ 正社員とは、直接雇用であり、期間の定めがなく、社内の他の雇用形態の労働者（役員を除く）に比べて高い責任を負いな
がら業務に従事する労働者をいい、派遣契約で業務に従事する者は除きます。

※３ 直近３事業年度の採用者数が３人または４人の場合は、離職者数が１人以下であれば、可とします。

※４ 有給休暇に準ずる休暇として、企業の就業規則等に規定する、有給である、毎年全員に付与する、という３つの条件を満た
す休暇について、労働者１人あたり５日を上限として加算することができます。

※５ 男女ともに育児休業などの取得対象者がいない場合は、育休制度が定められていれば可とします。また、「くるみん認定」
(子育てサポート企業として厚生労働省が定める一定の基準を満たした企業。プラチナくるみん、トライくるみん、プラス
を含みます。)を取得している企業については、認定を受けた年度を含む３年度間はこの要件を不問とします。

※６ ３、４の基準を満たさずに辞退した場合、再度基準を満たせば辞退の日から３年以内であっても再申請が可能です。

※７ 離職理由に虚偽があることが判明した場合(実際は事業主都合であるにもかかわらず自己都合であるなど)は取り消します。

2

本リーフレットの内容について詳しくは、都道府県労働局、ハローワークへお問い合わせください。
（融資制度の詳細は、株式会社日本政策金融公庫へお問い合わせください）

電子申請も利用できます！

ユースエールの認定申請は、持参又は郵送によるほか、e-Govポータルサイトから、
電子申請の利用が可能です。ぜひご利用ください。（https://shinsei.e-gov.go.jp/）



その希望にこたえるのが、ユースエール認定企業です!!

「ユースエール認定企業」とは、「若者雇用促進法」に基づき、
若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが
優良であると厚生労働大臣が認定した企業です。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

就職活動中の35歳未満の皆さまへ

LL300907開若01

＊その他詳しい認定基準については裏面を参照してください。

＜認定基準の一部＞

若者雇用促進総合サイト 検 索

Ａ

「 ユースエール認定企業」を調べるにはどのような方法がありますか？Ｑ

若者の採用･育成に積極的で雇用管理の優良な

“ユースエール認定企業”を知っていますか？

長く働ける！

ワークライフバランスを
大切にしてくれる！

子育てしやすい！

直近三事業年度の、新卒者などの離職率が20％以下

前事業年度の、正社員の月平均の所定外労働時間が20時間以下
かつ、月平均の法定時間外労働60時間以上の正社員がゼロ

前事業年度の、正社員の有給休暇の、年平均の取得日数が年10日以上
または、年平均取得率※70％以上 ※ 付与日数に占める取得日数の平均

あなたはどんな企業で働きたいですか？

＜認定マーク＞

など

厚生労働省が運営する「若者雇用促進総合サイト」は、全国のユースエール認定企業をはじめ
とした、さまざまな企業の情報を検索できる総合サイトです。

個別企業ごとに企業概要、雇用管理の状況、企業からのメッセージなどの企業情報や採用情報
が閲覧できるほか、就職活動の始め方・進め方等の就職相談窓口の検索も行うことができます。

｢若者雇用促進総合サイト｣ があります！

若者の育成に熱心！

資料10



＜認定マーク＞

詳しくは、都道府県労働局、ハローワークへお問い合わせください。

以下の認定基準を全て満たした中小企業（常時雇用する労働者が300人以下の
事業主）がユースエール認定企業です。

学卒求人など、若者対象の正社員※1の求人申込みまたは募集を行っていること１

若者の採用や人材育成に積極的に取り組む企業であること２

①「人材育成方針」と「教育訓練計画」を策定していること

② 直近３事業年度の正社員として就職した新卒者等のうち同期間に離
職した者の割合が20％以下※２

③ 前事業年度の正社員の月平均所定外労働時間が20時間以下かつ、
月平均の法定時間外労働60時間以上の正社員が１人もいないこと

④ 前事業年度の正社員の有給休暇の付与日数に占める取得日数の年平
均が70％以上または年平均の取得日数が10日以上※３

⑤ 直近３事業年度において、男性労働者の育児休業等の取得者が１人
以上または女性労働者の育児休業等の取得率が75％以上

右の５つの要件を
全て満たしている
こと

３

① 直近３事業年度の新卒者などの採用者数・離職者数、男女別採用者
数、平均継続勤務年数

② 研修内容、メンター制度の有無、自己啓発支援・キャリアコンサル
ティング制度・社内検定などの制度の有無とその内容

③ 前事業年度の月平均の所定外労働時間、有給休暇の平均取得日数、
育児休業の取得対象者数・取得者数（男女別）、役員・管理職の女
性割合

右の３つの青少年
雇用情報について、
全て公表している
こと

４

過去３年間に認定企業の取消を受けていないこと５

過去３年間に認定基準を満たさなくなったことによって認定を辞退していないこと６

過去３年間に新規学卒者の採用内定取消しを行っていないこと７

過去１年間に事業主都合による解雇または退職勧奨を行っていないこと８

暴力団関係事業主でないこと９

風俗営業等関係事業主でないこと10

雇用関係助成金の不支給措置を受けていないこと11

重大な労働関係等法令違反を行っていないこと12

ユースエール認定企業の認定基準

※１正社員とは、直接雇用であり、期間の定めがなく、社内の他の雇用形態の労働者（役員を除く）に比べて高い責任を負
いながら業務に従事する労働者をいいます。

※２直近３事業年度の採用者数が３人又は４人の場合は、離職者数が１人以下であれば、可とします。
※３有給休暇に準ずる休暇として、一定の条件を満たす休暇が含まれる場合があります。
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発行：宮崎労働局
宮崎市橘通東3-1-22
宮崎合同庁舎
TEL0985(38)8821

宮崎労働局HP

令和７年４月統計
【 労働災害発生状況 】 死亡災害１件、死傷災害３４９件

（年計・コロナ感染症を除く休業4日以上の死傷災害）
【 有 効 求 人 倍 率 】  １．２７倍

保育人材確保等を支援するため

の県の支援センターがオープンし、

５月12日に開所式が行われました。

河野県知事の挨拶に続き、吉越

労働局長が、ハローワークにおけ

る出張相談など新たな連携にも触

れつつ、「各種支援の拠点として

のセンターの役割発揮に期待して

いる」とあいさつをしました。

ハローワークでは、引き続き保

育分野をはじめ人材不足分野など

の人材確保の支援を進めていきま

す。

昨年、宮崎県内で労働災害により

亡くなられた方は14人で前年より

１人増加しました。業種別では、林

業が４人で最多、建設業と第三次産

業でそれぞれ３人、運輸交通業２人、

製造業と農業でそれぞれ１人となっ

ています。災害の特徴として、林業

の立木伐倒作業において伐倒した立

木に激突された死亡災害（４件）、

高所作業場所から墜落した災害（３

件）、崩壊の危険性がある「地山法

面下」など、従来型の死亡災害が繰

り返し発生する状況が続いています。

宮崎労働局におきましては、危険

な場所や物に近づいて作業していた

ことにより命を失ったり、負傷した

りする災害が跡を絶たないことから、

宮崎県保育士・保育所支援センターがオープン
～開所式にて労働局長があいさつ～

令和５年度に「第14次労働災害防

止推進計画」を５か年計画で策定し、

３年目となる今年度においても、労

働者が危険な箇所に近づかずに作業

することが可能となるよう自動化や

遠隔操作化を図ることを周知啓発す

る等、県内すべての労働者が安全で

健康に働くことができる職場環境の

実現に向け、労働災害防止対策を積

極的に展開します。

「多様な仲間と
築く安全
未来の職場」

危険な場所や物に近づいて
作業したことによる
死亡災害が繰り返し発生

全国安全週間準備期間（6/1～30）

【令和７年度スローガン】
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労働保険電子申請のイメージ

キャラクターです。電子化で不

要になった紙が好物です！

宮崎労働局の相談ブース
を新調しました

宮崎労働局では、就職説明会など

の各種イベントで相談ブースを設置

する際に多くの利用を促すために

ブースの装飾を新調しました。

タペストリーには、職業安定部の

イメージキャラクター「宮崎テラス

ちゃん」と「宮崎スサノオくん」を

配し、親しみやすい雰囲気作りを演

出しています。

新しいブース装飾は、3月20日開

催の「2025みやざき春の就職応援

フェア」が初お披露目となり、多く

の来場者にブースをご利用いただき

ました。

今月のマーク＆マスコット

ぺパレス執事

令和７年度宮崎労働局行政運営方針

～はじめに～
宮崎労働局では、県内の労働基

準監督署（４署）・ハローワーク

（７所）と一体となり、「地域に

おける労働行政の総合的機関」と

して、雇用の安定及び誰もが健康

で働きやすい職場などの実現を目

指すとともに、「労働分野におけ

る専門家集団」として、仕事を探

している方、仕事で悩んでいる方、

人材を必要とする企業などに寄り

添い、求められるサービスの提供

を通じて、県民の生活の安定と、

地域経済・社会の発展に取り組

んでいます。

労働を取り巻く環境をみますと、

近年における賃金の動向は、名目

賃金は対前年同月比でプラスが続

いている一方で、実質賃金は物価

の高騰等の影響によって過去最長

の26 か月連続（令和４年４月～令

和６年５月まで）でマイナスとな

り、その後は賞与の支給が反映さ

れた月はプラス、それ以外の月は

マイナスとなっています。

また、直近（令和７年１月）

の宮崎県における有効求人倍率

（季節調整値）は、1.29倍であ

り、求人が求職を上回るという

状況が115 か月連続で続いてい

ますが、我が国が抱えている少

子高齢化の進展に伴う生産年齢

人口（15～64 歳）の減少とい

う構造的な問題により、この宮

崎県でも民の人口は、平成８年

をピークに減少が続いており、

一部の産業（医療・福祉、建設、

運輸、警備等）では、慢性的な

人手不足の状況が継続していま

す。この人手不足への対応とし

て、企業では、外国人労働者の

活用及びDX を活用した生産性の

向上（POS レジの導入等）に加

え、働き方・休み方改革や福利

厚生の充実等を通じた職場環境

の改善による採用後の人材定着

化に向けた動きなどもあります。

さらに、労働災害は、年齢別

では「高年齢労働者」、災害の

型では「女性の転倒」の発生割

合が高まるなど、労働災害によ

り人的資産を損なわないよう、

企業における労働災害防止に向

けた積極的な取組が望まれます。

このような情勢を踏まえ、宮

崎労働局は、「令和７年度宮崎

労働局の重点施策（行政運営方

針）」を定め、県内関係機関等

との連携を通じて持続的な賃金

引き上げに向けた機運の醸成等

を図るとともに、働く方々の

ニーズに応じた多様で柔軟な働

き方の選択、多様な人材の活躍

促進を通じた魅力ある職場づく

り、生産性の高い産業や地域に

根ざした産業の振興による雇用

の創出、教育訓練等学びの場の

充実や若年人口を中心とする社

会減の抑制に資する雇用機会の

確保などの施策を展開してまい

ります。

宮崎労働局長

宮崎労働局では、今年度

の行政運営方針を策定しま

した。

今年度は、宮崎労働局長

が冒頭に概括を述べていま

すのでご紹介します。
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